
平成１４年 2 月期　　　　個別中間財務諸表の概要　　　　　　　平成13 年 10 月 18 日

上場会社名　株式会社　髙　島　屋　　　　　　　　　　　　　　上場取引所　　　　　大・東

コード番号　８２３３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　　大阪府

問 合 せ 先     　責任者役職名 取締役本社管理本部財務部長

　　　　　　氏　　　　名 本　多　恭　晴　　　　　　　　　　ＴＥＬ　06－6631－1101

中間決算取締役会開催日            平成 13 年 10 月 18 日 　中間配当制度の有無　有・無

中 間 配 当 支 払 開 始 日            平成 13 年 11 月 26 日

１．13 年８月中間期の業績（平成 13 年３月１日～平成 13 年８月 31 日）

（１） 経営成績　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営　業　収　益

〔売 　上　 高〕
営　業　利　益 経　常　利　益

                百万円   　　 ％          百万円　　　  　％           百万円 　　　　 ％

13 年８月中間期
　　 ４９０,９３２　　1.4

〔   ４８６,４１６    1.4〕
 ２,９０３     29.5   ３,６５９     38.3

12 年８月中間期
     ４８４,３７３ △ 2.8

〔   ４７９,６８５ △ 2.8〕
 ２,２４２  △ 45.8     ２,６４６  △ 54.2

1 3 年 ２ 月 期       
　１,０００,３８２ △ 2.0

〔   ９９１,１４９ △ 2.0〕
 ８,１００  △ 10.4     ８,１５６  △ 30.8

中間（当期）純利益
１株当たり

中間（当期）純利益
              百万円　   　　 ％ 　　　　　　　　　　 円 　銭

13 年８月中間期   △５４,２３０       ― △１７７．７７

12 年８月中間期 　　　１,５２２　△ 41.0 ４．９８

1 3 年 ２ 月 期       　　　４,２４４　△ 14.7 １３．９１

(注)1.期中平均株式数 13年８月中間期           ３０５,０４４,３８２株

12年８月中間期           ３０５,０４４,３８２株

1 3 年 ２ 月 期       ３０５,０４４,３８２株

　　2.会計処理の方法の変更　有･無

　　3.営業収益〔売上高〕､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は､対前年中間期増減率

（２）配当状況

１株当たり

中間配当金

１株当たり

年間配当金
              円 　銭               円 　銭

13 年８月中間期 ３．７５ 　　　　　　　―

12 年８月中間期 ３．７５ 　　　　　　　―

1 3 年 ２ 月 期       ― ７．５０

（３）財政状態

総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本        
百万円 百万円 ％ 　　　　　　　円　　銭

13 年８月中間期 ６６６,３９５ １７８,８９１ ２６．８ ５８６．４４

12 年８月中間期 ６３４,８２４ ２２２,３５８ ３５．０ ７２８．９３

1 3 年 ２ 月 期       ６４５,１３３ ２２６,６１０ ３５．１ ７４２．８７

（注）１．期末発行済株式数 13 年８月中間期 ３０５,０４４,３８２株        額面株式

12 年８月中間期 ３０５,０４４,３８２株 １単位の株式数　1,000 株

1 3 年 ２ 月 期       ３０５,０４４,３８２株

２．14 年２月期の業績予想（平成 13 年３月１日～平成 14 年２月 28 日）

1株当たり年間配当金          営　業　収　益

〔売 　上　 高〕
経 常 利 益      当 期純利益      

期　末
百万円 百万円 百万円      円 　銭 　　円　　銭

通　　期
１,０００,４００

〔  ９９１,２００〕

１０,５００

　

△ ５１,２００ ３．７５ ７．５０

（参考）1 株当たり予想当期純利益（通期）　△　１６７円８４銭

－１－



比　較　貸　借　対　照　表

（単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当 中 間 期     

（13.8.31）

前年中間期

（12.8.31）

前　　期

（13.2.28）

（ 資 産 の 部 ）        

流 動 資 産        １３２，７８２ １６１，６２０ １６３,００８

現 金 及 び 預 金         ２０，２３９ １５，７６６ ２１,４２２

受 取 手 形         ４，９４０ ４，６２３ ４,６８１

売 掛 金         ４４，３８６ ４４，８４５ ４４,１３０

有 価 証 券         ― １，５３５ １,５３５

自 己 株 式         　　２ ３，１４８ ６３５

商 品         ４３，４４４ ４３，９１２ ４５,６６４

貯 蔵 品         ３２１ ２６９ ２８６

前 渡 金         ― ６９ ９５

前 払 費 用         ２，７５２ ２，７３６ ２,６９６

短 期 貸 付 金         ３，８２７ ３３，２５２ ２３,８９３

繰 延 税 金 資 産         １，９３８ ３，１１２ １,０８９

そ の 他         １２，３９０ １３，０２８ １８,１８９

貸 倒 引 当 金         △     １，４５９ △     ４，６８０ △　　　１,３１０

固 定 資 産        ５３３，６１２ ４７３，２０３ ４８２,１２４

有 形 固 定 資 産        １９９，１０５ １９６，５５１ ２００,１０５

建 物         ７８，２８９ ８０，６７０ ７９,４１４

構 築 物         １，４６５ １，４８５ １,４５０

車 両 及 び 運 搬 具         ４ ８ ５

器 具 及 び 備 品         ８，４６４ ８，０８２ ７,９３３

土 地         １１０，８０８ １０６，３０３ １１１,２９３

建 設 仮 勘 定         ７２ １ ７

無 形 固 定 資 産        ８，５６２ ８，７５３ ８,６５７

借 地 権         ５，６７６ ５，６７６ ５,６７６

そ の 他         ２，８８６ ３，０７７ ２,９８１

投 資 等        ３２５，９４４ ２６７，８９８ ２７３,３６１

投 資 有 価 証 券         ５０，１９４ ３８，８８７ ３８,１８０

関 係 会 社 株 式         ７１，１３５ ６８，７７３ ７１,３５６

長 期 貸 付 金         １３４，２２６ １０９，９６６ １１６,０３８

長 期 保 証 金         ４９，７５３ ５２，２０４ ５０,５４５

繰 延 税 金 資 産         ３１，２１９ ― ―

そ の 他         ４，８７７ ６，０６４ ６,２５８

貸 倒 引 当 金         △    １５，４６３ △     ７，９９９ △　　　９,０１８

資 産 合 計        ６６６，３９５ ６３４，８２４ ６４５,１３３

－２－



（単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当 中 間 期     

（13.8.31）

前年中間期

（12.8.31）

前　　期

（13.2.28）

（ 負 債 の 部 ）        

流 動 負 債        ２４６，７０７ ２６６，７７１ ２５６,５３５

支 払 手 形         ３，２９９ ３，６７１ ３,８６０

買 掛 金         ８６，３８３ ８７，３３５ ８０,４６５

短 期 借 入 金         ４９，６３７ ２６，６４８ ４０,７２１

社債（１年以内償還） ― ４４，２８５ ２６,３８５

未 払 金         １２，２１５ １３，８６０ １６,７３７

未 払 法 人 税 等         １，０８６ ２５ ８６

未 払 消 費 税 等         １，４９１ １，４１３ １,３０５

未 払 費 用         ６，７２６ ７，５２１ ４,６８１

前 受 金         　　８９１ １，０７４ １,９００

商 品 券         ４３，３０３ ４３，１３９ ４１,９４８

預 り 金         ３９，８９６ ３６，３７７ ３６,９６５

そ の 他         １，７７５ １，４２０ １,４７８

固 定 負 債        ２４０，７９５ １４５，６９４ １６１,９８７

社 債         ３５，０００ ２５，０００ ３５,０００

長 期 借 入 金         ９１，３５７ ８８，９７５ ９２,８２４

退 職 給 与 引 当 金         ― １９，４４７ ２０,２４４

退 職 給 付 引 当 金         　　１０３，３７７ ― ―

役員退職慰労引当金 ３０８ ― ―

長 期 預 り 金         ６，３０１ ６，９６１ ６,７３０

繰 延 税 金 負 債         ― ２，７９０ ２,７９５

再評価に係る繰延税金負債         ２，０３５ ― １,９２５

長 期 未 払 金         ２，４１４ ２，５１８ ２,４６７

負 債 合 計        ４８７，５０３ ４１２，４６５ ４１８,５２２

（ 資 本 の 部 ）        

資 本 金        ３８，８４５ ３８，８４５ ３８,８４５

法 定 準 備 金        ３３，０７８ ３２，８５０ ３２,９６２

資 本 準 備 金         ２７，０８５ ２７，０８５ ２７,０８５

利 益 準 備 金         ５，９９３ ５，７６４ ５,８７７

再 評 価 差 額 金        ２，８１０ ― ２,６５８

剰 余 金        　９６，４８５ １５０，６６２ １５２,１４２

任 意 積 立 金        １２９，４８３ １２９，２２８ １２９,２２８

固定資産圧縮積立金 １２，４１３ １２，１５８ １２,１５８

別 途 積 立 金         １１７，０７０ １１７，０７０ １１７,０７０

中間（当期）未処分利益（未処理損失△）            △　　３２，９９８ ２１，４３３ ２２,９１４

（うち中間(当期)純利益（純損失△））            （△５４，２３０） 　　 （１，５２２） (４,２４４）

その他有価証券評価差額金        ７，６７０ ― ―

資 本 合 計        １７８，８９１ ２２２，３５８ ２２６,６１０

負 債 資 本 合 計        ６６６，３９５ ６３４，８２４ ６４５,１３３

－３－



比　較　損　益　計　算　書

（単位　百万円）

　　　　　　　期　　別

科　　目

当中間期

（13.3.1～13.8.31）

前年中間期

（12.3.1～12.8.31）

前　　期

（12.3.1～13.2.28）

（経常損益の部）

売 上 高        ４８６，４１６ ４７９，６８５ ９９１，１４９

その他の営業収入        ４，５１５ ４，６８８ ９，２３２

営
業
収
益
営業収益計      ４９０，９３２ ４８４，３７３ １，０００，３８２

売 上 原 価        ３５４，９９０ ３４８，３９２ ７２０，６８４

販売費一般管理費 １３３，０３８ １３３，７３８ ２７１，５９７

営
業
損
益
の
部

営
業
費
用
営業費用計      ４８８，０２８ ４８２，１３１ ９９２，２８１

営 業 利 益        ２，９０３ ２，２４２ ８，１００

受取利息・配当金 ２，２８０ ２，４１１ ４，５４３

雑 収 入        ２，５４５ ３，０９７ ５，７１１

営
業
外
収
益 営業外収益計 ４，８２６ ５，５０８ １０，２５４

支 払 利 息        ２，３６１ ２，７７３ ５，５１６

雑 損 失        １，７０９ ２，３３１ ４，６８２

営
業
外
損
益
の
部

営
業
外
費
用 営業外費用計 ４，０７０ ５，１０５ １０，１９８

経 常 利 益        ３，６５９ ２，６４６ ８，１５６

（特別損益の部）

土 地 売 却 益          ２１６ ６９５ ７７１

投資有価証券売却益          ８２３ ― ―

自 己 株 式 売 却 益 １０４ ― ―

会 員 権 売 却 益          ３ 2 ２８

過年度出向者退職費用精算額          １８０ ― ８３０

貸倒引当金戻入益          ― ６４０ ８０７

特
　
別
　
利
　
益

特 別 利 益 計        １，３２８ １，３３７ ２，４３６

固 定 資 産 除 却 損          １，０２３ １１７ ２５４

事務所返却等に伴う原状回復費用             ４３２ ２９８ ４２３

投資有価証券評価損          ２，７４６ １８ ７０１

会 員 権 評 価 損 ８９８ ― 　―

退職給付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 費 用 処 理 額          ８３，４４７ ― 　―

早期退職制度に伴う割増金          ５１３ ― 　―

ポイント金券精算額          １，５９３ ― 　―

貸倒引当金繰入額          ７，６４５ ３０５ １９１

そ の 他 ２７ ４１５ ８９４

特
　
別
　
損
　
失

特 別 損 失 計        ９８，３２８ １，１５４ ２，４６５

税引前 中 間(当期)純利益（純損失△）            △  　　９３，３３９ ２，８２９ ８，１２７

法人税、住民税及び事業税 １，２００ １２０ １２０

過年度法人税、住民税及び事業税            　― 　― ５４７

法 人 税 等 調 整 額            △ 　　 ４０，３０８ １，１８７ ３，２１５

中間( 当期)純利益(純損失△ )           △ 　　 ５４，２３０ １，５２２ ４，２４４

前 期 繰 越 利 益            ２１，３８４ １９，９１１ １９，９１１

再 評 価 差 額 金 取 崩 額            △ 　　 　　　１５１ 　― ―

中 間 配 当 額            　― 　― １，１２８

利 益 準 備 金 積 立 額             　― 　― １１２

中間(当期)未処分利益(未処理損失△)           △  　　３２，９９８ ２１，４３３ ２２，９１４

－４－



中間財務諸表作成の基本となる事項

１． 資産の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。

　　　商 品       　　売価還元法及び個別法による原価基準

                   　　 ただし、通信販売事業本部の商品は先入先出法による原価基準

　　　　貯 蔵 品       　　先入先出法による原価基準

　　　　有 価 証 券       　　満期保有目的の債券

　　　　　　　　　　　　　　償却原価法

　　　　　　　　　　　　　子会社株式及び関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価基準

　　　　　　　　　 　 　その他有価証券（時価のあるもの）

　　　　　　　　　　　　　中間期決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

　　　　　　　　　　　　　により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　　　　　　　　　　　　その他有価証券（時価のないもの）

　　　　　　　　　　　  　移動平均法による原価基準

２．有形固定資産の減価償却の方法は定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準は次のとおりであります。

　　　貸 倒 引 当 金       　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

　　　　　　　　　　　　ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　退職給付引当金       　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

　　　　　　　　　　　　年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認

　　　　　　　　　　　　められる額を計上しております。

　　　　　　　　　　　　なお、会計基準変更時差異（83,447 百万円）については、当中間期に一括

　　　　　　　　　　　　費用処理しております。

　　　役員退職慰労引当金       　　役員の退職金の支給に備えて、内規に基づく中間期末要支給額を計上して

　　　　　　　　　　　　おります。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

　　　として処理しております。

５．リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

　　ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

　　ります。

６．ヘッジ会計の方法は次の通りであります。

　　　ヘッジ会計の方法       　　繰延ヘッジ処理によっています。

　　　ヘ ッ ジ 手 段       　　為替予約取引を行っています。

　　　ヘ ッ ジ 対 象       　　外貨建営業債権・債務

　　　ヘ ッ ジ 方 針       　　当社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスクをヘッジすることとして

　　　　　　　　　　　　おります。

　　　ヘッジ有効性評価の方法       　　ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎会計年度末（中間会計期間末を含

　　　　　　　　　　　　む）に個別取引ごとのヘッジ効果を検証していますが、ヘッジ手段とヘッ

　　　　　　　　　　　　ジ対象の資産・負債又は予定取引に関する重要な条件が同一であり、高い

　　　　　　　　　　　　有効性があるとみなされる場合には有効性の判定を省略しております。

　　　リスク管理体制　　重要な取引については、当社の経理規定に従い取締役会の決議又は稟議決

　　　　　　　　　　　　裁を行い、本社管理本部財務部で取引を実行するとともに管理しておりま

　　　　　　　　　　　　す。

７．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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追 加 情 報          

　（ 退 職給付会計）          

　　　当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」

　　　（企業会計審議会　平成 10 年 6月 16日））を適用しております。この結果、従来の方法に

　　　よった場合と比較して、退職給付に係る費用が、83,248 百万円増加し、経常利益は 199 百万

　　　円増加し、税引前中間純損失は 83,248 百万円増加しております。

　　　なお、役員退職慰労引当金は従業員に対する退職給付引当金と区分するため、当中間期より

　　　独立項目で区分掲記しております。

　（金融商品会計）          

　　　当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

　　（企業会計審議会　平成 11 年 1月 22日））を適用しております。なお、この変更に伴う損益

　　　への影響はありません。

　　　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、関係会社株式を除く有価証

　　　券を満期保有債券とその他有価証券に区分し、「投資有価証券」として表示しております。

　　　その結果、期首時点における流動資産の「有価証券」は 1,535 百万円減少し、投資等の「投

　　　資有価証券」は同額増加しております。

　（外貨建取引等会計処理基準）

　　　当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改定に関

　　　する意見書」（企業会計審議会　平成 11 年 10月 22日））を適用しております。

　　　これに伴い、為替差損が 924 百万円発生しましたが、そのうち子会社に対する貸付金に係る

　　　為替差損 913 百万円については、当該貸付金に対する貸倒引当金を同額取崩しております。

　　　この結果、経常利益は 11 百万円減少し、税引前中間純損失は同額増加しております。

　（ポイント金券の費用処理について）

　　　当社は、タカシマヤクレジットカードによる売上に対してポイントを付与し、一定のポイン

　　　ト獲得者にポイント金券（「お買物券」）を交付しております。

　　　当該ポイント金券については、従来回収時に費用処理をしておりましたが、ポイント金券制

　　　導入後 5 年の経験に基づきポイント金券の回収及び販売促進効果の収益との対応関係の実態

　　　に合わせて、当中間期からポイント金券の発行時に費用処理することとしました。これに伴

　　　い、前期末におけるポイント金券の未回収残高 1,593 百万円を特別損失で一括処理しており

　　　ます。

　　　この結果、従来の方法に比べ当中間期の営業利益及び経常利益は 22 百万円増加し、税引前

　　　中間純損失は 1,571 百万円増加しております。

注 記 事 項          

　貸借対照表関係        

　１．有形固定資産の減価償却累計額 126,390 百万円

　２．担保に供している資産　　　　　　 53,260 百万円

　３．保 証 債 務         44,858 百万円

　４．自 己 株 式 の 数         2,481 株

－６－



リース取引に関する注記

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額　　　 （単位　百万円）

当 中 間 期     

（13.8.31）

前年中間期

（12.8.31）

前　　期

（13.2.28）

車両及び運搬具

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

１３３

８４

１３９

９６

１８２

１１９

期 末 残 高 相 当 額          ４８ ４２ ６２

器具及び備品       

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

８，３６８

４，６９３

１２，３０７

６，４９５

９，５４２

５，４３６

期 末 残 高 相 当 額          ３，６７４ ５，８１１ ４，１０５

合 計       

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

８，５０１

４，７７８

１２，４４６

６，５９２

９，７２４

５，５５６

期 末 残 高 相 当 額          ３，７２３ ５，８５３ ４，１６７

　②未経過リース料期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位　百万円）

当 中 間 期     

（13.8.31）

前年中間期

（12.8.31）

前　　期

（13.2.28）

１ 年 以 内        １，２８１ ２，１５９ １，２６７

１ 年 超        ２，４４２ ３，６９４ ２，９００

合 計        ３，７２３ ５，８５３ ４，１６７

　③支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　  （単位　百万円）

当 中 間 期     

（13.8.31）

前年中間期

（12.8.31）

前　　期

（13.2.28）

支 払 リ ー ス 料        ７８６ １，１９４ １，４５６

減価償却費相当額 ７８６ １，１９４ １，４５６

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　　（注）取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定方法は、未経過リース料

　　　　　　の期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

　　　　　　によっております。

２．オペレーティングリース取引

　・未経過リース料期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位　百万円）

当 中 間 期     

（13.8.31）

前年中間期

（12.8.31）

前　　期

（13.2.28）

１ 年 以 内        １８，００４ １８，１３４ １８，２７４

１ 年 超        ２３７，９２１ ２５７，５１４ ２５０，３２４

合 計        ２５５，９２６ ２７５，６４８ ２６８，５９９

－７－



有　価　証　券　の　時　価　等

＊当中間期及び前期については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

前年中間期（平成 12年 8月 31日）
種　　類

 中間貸借対照表価額 時　　価 評価損益

1.流動資産に属するもの

株   式      ４,６８３ ５,２１８ ５３５

小　　計 ４,６８３ ５,２１８ ５３５

2.固定資産に属するもの

株   式      ３８,２０５ ６２,２３７ ２４,０３１

債   券      ４８９ ４５７ △  ３２

小　　計 ３８,６９４ ６２,６９４ ２３,９９９

合　　計 ４３,３７８ ６７,９１３ ２４,５３４

　　（注）１．時価等の算定方法

上 場 有 価 証 券               主に東京証券取引所の最終価格

店 頭 売 買 有 価 証 券               日本証券業協会が公表する売買価格等

非上場の証券投資信託の受益証券 基 準 価 格              

非 上 場 債 券               日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、

残存償還期間等に基づいて算定した価格

なお、残存償還期間の算定にあたって、償還の日については債

券の種類別にそれぞれ最も多く用いられている日としておりま

す。

        　２．流動資産に属する株式には、自己株式を含めて表示しております。

　　  　なお、評価損益は△ 239 百万円であります。

  　３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

  　固定資産に属するもの    非上場株式　 68,966 百万円

有　価　証　券　関　係

　　　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

＊当中間期及び前期については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

・通　貨　関　連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （単位　百万円）

前年中間期（平成 12年 8月 31日）
区
　
分

種　　　類
契約額等

うち１年超
時 価 評価損益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為替予約取引

買　　　　建

　米 ド ル     ４０ － ４２ １

合　　　計 ４０ 　－ ４２ １

（注）１．為替相場は先物相場を使用しております。

　　　２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定

している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについ

ては、開示の対象から除いております。

ご参考

　　　公　開　方　法 東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表）

東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表）

－９－


